
（参考） 自然再生推進法関係条文

第９条

５ 実施者は、自然再生事業実施計画を作成したときは、主務省令で定めるところにより、遅滞なく、主務大臣及び当

該自然再生事業実施計画に係る自然再生事業の対象となる区域の所在地を管轄する都道府県知事に、当該自然再生事業

実施計画の写し及び当該自然再生事業実施計画に係る自然再生全体構想の写しを送付しなければならない。

６ 主務大臣及び都道府県知事は、前項の規定により自然再生事業実施計画の写し及び自然再生全体構想の写しの送付

、 、 。 、を受けたときは 実施者に対し 当該自然再生事業実施計画に関し必要な助言をすることができる この場合において

主務大臣は、第１７条第２項の専門家会議の意見を聴くものとする。

第１７条

政府は、環境省、農林水産省、国土交通省その他の関係行政機関の職員をもって構成する自然再生推進会議を設け、

自然再生の総合的、効果的かつ効率的な推進を図るための連絡調整を行うものとする。

２ 環境省、農林水産省及び国土交通省は、自然環境に関し専門的知識を有する者によって構成される自然再生専門家

会議を設け、前項の連絡調整を行うに際しては、その意見を聴くものとする。


